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はじめに 

 

匝瑳市では、合併後の平成１８年度に策定した第１次匝瑳市行政改革大綱以降、４次にわたり行

財政改革に取り組んできました。また、平成２８年２月に「匝瑳市財政健全化計画（平成２８年度～平

成３１年度）」（以下「第１次計画」といいます。）、令和２年２月には「第２次匝瑳市財政健全化計画（令

和２年度～令和５年度）」（以下「第２次計画」といいます。）を策定し、一層の財政健全化に向けて取

り組んできました。 

第１次計画では、社会保障関係経費が年々増加し、平成２８年度から開始する普通交付税の合併

算定替の縮減に見合った水準まで、経費の削減が至らない状況であるとの認識の下、「歳入に見合

った歳出構造とする財政基盤の確立」を基本方針として、財政の健全化に取り組みました。 

また第２次計画では、普通交付税の合併算定替が令和２年度に終了することに伴い、普通交付税

が大幅に減少する中で、社会保障関係経費の増加や合併特例事業債等の元利償還金が高い水準で

推移することが予想され、広域ごみ処理施設整備等の大規模事業に要する財源の確保することを

課題として、「歳入に見合った歳出構造の確立と持続可能な財政基盤の強化」という基本方針を設

定し、財政健全化に取り組んでおります。 

今後の財政運営を考えると、人口減少が財政上の大きなリスクになるものと思われます。制度が

大きく変わらない場合、人口減少に伴い市税や交付税等の歳入は減少していくことが予想されま

す。その一方で歳出に目を向けると、児童手当など人口減少に合わせて減っていく経費もあります

が、公共施設等の維持管理・更新に係る経費や内部管理経費等、人口減少の影響を受けにくい経費

もあります。現在の行政サービスの水準を維持していくためには、引き続き事務事業の見直しを進

めるなど、財政の健全化に向けた取組が欠かせません。 

こうしたことから第５次匝瑳市行政改革大綱に基づき、第３次匝瑳市財政健全化計画（以下「第３

次計画」といいます。）を策定し、引き続き財政健全化に取り組んでいくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次計画で使用している過去の決算額等の数値は、特段の注意書きがない限り、地方財政状

況調査の数値を使用しています。また、表示単位未満で四捨五入していますので、その内訳が合計

額と一致しない場合があります。 
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第１章 第２次匝瑳市財政健全化計画（令和２年度～令和５年度）の検証 

 

１ ２つの計画目標の達成状況 

令和２年２月に策定した第２次匝瑳市財政健全化計画においては、歳入は人口減少及び普通交

付税の合併算定替の終了による一般財源の減少を見込み、歳出は広域ごみ処理施設整備に対する

負担金や人件費の増加、公債費が高い水準で推移することが見込まれたことから、「歳入に見合っ

た歳出構造の確立と持続可能な財政基盤の強化」を基本方針とし、第４次匝瑳市行政改革大綱の目

的である「新たな行政課題に対応し、将来にわたって持続可能な行政運営への転換」に向けて、次

の２つの計画目標を掲げ、財政健全化に取り組んできました。 

◼ 計画最終年次における財政調整基金残高１５億円以上の確保 

◼ 計画最終年次における経常収支比率９３％以下の維持 

 

ここからは、２つの計画目標について、その達成状況を検証します。 

目  標 計画最終年次における財政調整基金残高１５億円以上の確保 

達成状況 

 財政調整基金残高は目標とした１５億円を大きく上回り、令和４年度決算で約３

０億円を確保しています。また計画最終年度である令和５年度決算においても、

目標とする１５億円以上の確保は達成できる見込みです。 

 

表１-１　計画期間内財政調整基金残高の推移 （単位：千円）

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度
（見込み）

財政調整基金残高 2,313,815 2,713,926 2,998,401 2,932,000  
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千円
図１-１ 計画期間内財政調整基金の推移
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目  標 計画最終年次における経常収支比率９３％以下の維持 

達成状況 

 令和３年度決算では目標とする９３％を下回りましたが、令和２年度及び令和４

年度決算では目標の９３％を上回り、令和５年度も目標値を上回る見込みです。 

 なお、令和３年度は普通交付税及び臨時財政対策債の増加に伴い、経常一般財

源が増加したことで、経常収支比率は一時的に改善しています。 

 

表１-２　計画期間中の経常収支比率の推移 （単位：％）

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度
（見込み）

経常収支比率 94.5 87.9 93.7 95.7  
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％ 図１-２ 計画期間内経常収支比率の推移
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２ 第２次計画の取組による実績額 

ここでは、第２次計画の取組項目の実績をまとめました。歳入については確保額、歳出について

は削減額を記載しています。 

なお、令和５年度は取組中であることから、歳入確保額と歳出削減額は、令和２年度から令和４

年度までの合計額です。 

 

（１）歳入確保の取組 

表１-３ 歳入確保効果額の状況 （単位：千円） 

    目標額 確保額 

①市税収入の確保 30,000 18,0１２ 

②税外収入の確保 16,000 47,685 

③受益者負担の適正化 2,000 732 

合   計 48,000 66,429 

① 市税収入の確保                                                    

 滞納整理特別対策班による全庁を挙げての滞納整理の強化、日曜・夜間納付窓口の開設によ

る納付環境の整備に努めました。 

② 税外収入の確保                                                    

 保育料や給食費等の未収金の縮減に努めたほか、ふるさと納税寄付額の増大に向けて返礼品

目数の増大に努めました。また未利用市有地の売却・貸付を積極的に進めるとともに、クラウド

ファンディング型ふるさと納税や企業版ふるさと納税にも取り組みました。 

③ 受益者負担の適正化                                                 

 令和３年７月から勤労青少年ホーム、ふれあいスポーツランド、野手浜総合グラウンド及び生涯

学習センターの使用料減免基準を見直しました。 

 

（２）歳出削減の取組 

表１-４ 歳出削減効果額の状況 （単位：千円） 

  目標額 削減額 

①事務事業の見直し 177,000 187,337 

②経常的経費の削減 16,000 73,730 

③投資的経費の抑制 153,000 211,791 

④人件費の抑制 18,000 9,020 

⑤その他の取組 － 90,000 

合   計 364,000 571,878 

① 事務事業の見直し                                                   

 令和３年度当初予算編成において、一定額以上の市単独補助金を原則１０％削減しました。 

 枠配分方式は、平成１９年度に導入して以来、削減額に一定の効果があることから、これを継続

した結果、１億７，４２０万円の削減をしました。 

② 経常的経費の削減                                                   
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燃料費の高騰等に伴い電気料金の値上げが続く中、空調の設定温度管理やこまめな消灯等に

より年間を通じた節電に努めました。また、委託料の削減では、小中学校で使用する校務用・学

習用パソコンの保守管理業務の見直しなどを行いました。 

③ 投資的経費の抑制                                                   

財政状況を考慮して、事業の必要性について再度検証することにより、投資的経費の抑制に

努めました。 

④ 人件費の抑制                                                      

 常勤特別職職員の給与適正化として、給料を市長は１０％、副市長及び教育長は５％の削減、期

末手当を市長、副市長及び教育長それぞれ５％の削減を実施しました。 

 また手当の削減・適正化として、ノー残業デーの実施により時間外勤務手当の削減に努めると

ともに、管理職手当についても５％の削減を実施しました。 

⑤ その他の取組                                                      

 令和３年度以降、国保匝瑳市民病院の経営基盤強化に対する補助をしていません。 

-5-



第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

１ 匝瑳市財政の現状 

（１）歳入決算額の推移 

 
 合併後の歳入決算額の推移を見ると、歳入決算額は年度ごとの事業による増減はあるものの、安

定的な財政運営の基本となる経常一般財源は８０～９０億円台で推移していることがわかります。こ

の経常一般財源は、市税と普通交付税でその８割以上を占めています。 

 

 市税には、市民税と固定資産税、軽自動車税、たばこ税がありますが、そのうち個人市民

税と固定資産税で市税の８割以上を占めています。図２-２は個人住民税と固定資産税の現

年課税分の調定額と国勢調査の総人口の推移を見たものです。 

 個人住民税の調定額に人口減少の影響ははっきりと表れておらず、税制改正の影響が大

きいようです。固定資産税の調定額は３年ごとの評価替え（図２-２で年度に*）の際に、地価

の下落を反映して、調定額が減少しています。 
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 図２-３は地方交付税と国勢調査の総人口の推移を見たものです。三位一体改革による国

からの税源移譲に伴って市税が増加したことで、普通交付税に臨時財政対策債を加えた実

質的な普通交付税は平成１９年度に減少しました。その後、平成２２年度にかけて実質的な

普通交付税は増加し、平成２３年度以降は減少傾向にありました。令和３・４年度は、国の補

正予算に伴う臨時経済対策費など追加費目の再算定で、実質的な普通交付税は増額とな

りました。 

 合併算定替は平成１８年度から平成２７年度までの１０年間、平均すると毎年度約６億円の

加算がありました。平成２８年度から令和２年度までの５年間で、この加算額が段階的に縮

減され、実質的な普通交付税も減額となりました。 

 一方、特別交付税を見ると例年、５億円程度で推移していますが、令和元・２年度は広域ご

み処理施設整備に対する交付により、大幅に増加しました。  
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（２）歳出決算額の推移 

 

 図２-４は合併後の歳出決算額の推移を見たものです。歳入同様、歳出も年度ごとの事業による増

減が大きいですが、歳出決算額のうち経常的なものは増加傾向にあることがわかります。 

 

 人件費は平成１７年度の約３５億円から平成２８年度の約２４億円まで減少しました。その後、令和

２年度から会計年度任用職員制度が開始されたこともあり増加し、令和４年度は約２９億円でした。 

 地方公共団体定員管理調査における普通会計職員数は平成１７年度の３６９人から令和４年度の２

５９人に減少しました。 
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

 

 扶助費のうち経常的なものの推移を見ると、平成１７年度の約１５億円から令和４年度の約３０億

円へ、２倍に増えています。 

 扶助費で経常的なもののうち、民生費・社会福祉費では自立支援給付事業などの障害福祉サービ

スが主なものです。サービス利用者数、１人当たりの費用月額、いずれも全国的に増加しています。

匝瑳市においても、社会福祉費における経常的な扶助費は、平成１７年度の約３億円から令和４年

度の約９億円まで、大きく増加しています。 

 民生費・児童福祉費では、法人立保育所への運営費補助と児童手当でその半分ずつを占めていま

す。児童手当は平成１９年度に小学校修了前まで、平成２２年度に中学校修了前まで対象を拡大し、

平成２３年に現行の支給額に引き上げるなど、制度改正により増加しましたが、その後は対象児童

数の減少もあり、減少傾向にあります。 

 民生費・生活保護費では、医療扶助の増減などにより年度ごとのばらつきはありますが、高齢の被

保護者数が増加しており、増加傾向にあります。 

 衛生費の経常的な扶助費で主なものは子ども医療費助成事業です。以前は乳幼児医療扶助事業

として就学前の乳幼児の入院・通院を対象としていたものを、平成２２年度に小学校３年生まで、平

成２３年度には中学校３年生まで、さらに平成３０年度には高校生世代まで対象を拡大しました。 
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

 

 公債費は平成２６年度まで減少傾向にありましたが、平成２７年度以降増加傾向にあり、令和４年

度は約１７億円と平成１７年度と同水準にあります。 

 公債費の内訳を見ると、平成１７年度に約９億円であった交付税措置額は、令和４年度には約１３

億円まで、大きく増加しています。その結果、公債費のうち匝瑳市の実質的な負担額は平成１７年度

に約９億円でしたが、令和４年度には約５億円と半減しています。 

 

 繰出金は平成２１年度に１４億円台に増加し、それ以降１４～１６億円程度で推移しています。 

 国民健康保険事業に対する繰出金は、財源不足額を補てんするための３億円の特別繰出しを平成

２１年度に行ったことで、大きく増加しました。この特別繰出しは、平成２３年度の３億７千５百万円

まで増加しましたが、平成２９年度まで段階的に削減しながら、９年間継続しました。なお、平成３０

年度から国民健康保険は広域化され、財政運営は主に県の役割となりました。 

 後期高齢者医療事業に対する繰出金は、被保険者となる７５歳以上人口の増加に伴い、平成２０年

度の制度開始後、一貫して増加傾向にあります。 
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

 介護保険事業に対する繰出金も増加が続いています。令和４年度は約６億円となり、平成１７年度

と比較して６０％以上増加しています。 

 

 普通建設事業費の年度ごとの主な事業は次のとおりです。 

年度 主な事業

平成１７年度
ふれあい公園整備事業
共興小学校校舎改築事業
電算システム統合事業

平成１８年度 八日市場駅南口広場整備事業
平成１９年度 八日市場駅南口広場整備事業

平成２０年度
防災行政無線整備事業
野手浜総合グラウンド整備事業

平成２１年度

豊栄小学校屋内運動場改築事業
防災行政無線整備事業
地域連携緊急道路維持事業
野栄総合支所改修事業

平成２２年度

地域情報通信基盤整備事業（光ブロードバンド施設整備）
小学校校舎耐震補強事業
防災行政無線整備事業
八日市場小学校屋内運動場改築事業
市道108号線（八日市場イ）道路改良事業

平成２３年度

八日市場小学校屋内運動場改築事業
須賀小学校屋内運動場改築事業
介護基盤の緊急整備特別対策事業（特別養護老人ホーム瑞穂園整備費補助）
市道１２１６２号線（川辺）・０１０４号線（堀川）道路改良事業

平成２４年度
豊栄小学校校舎改築事業
野栄中学校校舎改築事業  
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

平成２５年度

野栄中学校校舎改築事業
学校給食センター建設事業
椿海小学校屋内運動場改築事業
八日市場第二中学校屋内運動場改築事業
市道１２１６２号線（川辺）・０１０４号線（堀川）道路改良事業

平成２６年度

学校給食センター建設事業
八日市場第二中学校屋内運動場改築事業
共興小学校屋内運動場改築事業
勤労青少年ホーム改修事業（耐震補強、大規模改修）

平成２７年度

栄小学校屋内運動場改築事業
野田小学校屋内運動場改築事業
（仮称）合併記念公園整備事業
観光拠点整備事業（匝りの里整備）
中学校非構造部材耐震改修事業

平成２８年度
吉田小学校屋内運動場改築事業
市道11137号線（野手）道路改良事業

平成２９年度
保育所施設整備事業（あかしあこども園開設費補助）
施設維持管理費（図書館公民館空調設備改修）

平成３０年度
小学校トイレ大規模改造事業
市道11137号線（野手）道路改良事業

令和元年度
パークゴルフ場整備事業
小学校空調設備整備事業
小学校トイレ大規模改造事業

令和２年度

強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業（被災農業者支援型）（令和元年に
台風被害を受けた農業者の復旧支援）
小学校トイレ大規模改造事業
ＩＣＴ環境整備事業（児童生徒用パソコン、校内通信ネットワーク整備）
パークゴルフ場整備事業

令和３年度

強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業（被災農業者支援型）（令和元年に
台風被害を受けた農業者の復旧支援）
ドーム改修事業
中学校トイレ大規模改造事業
校務用パソコン活用事業（教職員用パソコン更新）  
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

（３）基金残高の推移 

 

 基金残高は、平成１７年度末の約１６億円から令和４年度末の約５７億円まで、３．５倍に増加しまし

た。 

 財政調整基金は平成１８年度末の約４億円を底として増加に転じ、平成２７年度から平成３０年度

まで３０億円を確保していました。令和元年度は台風１５号の被害に対する災害復旧などのため約７

億円、令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大防止や経済対策などのため約８億円の繰り入れを

行い、年度末残高は減少しました。令和３年度以降は、財政調整基金を積み増すことができており、

令和４年度末残高は約３０億円でした。 

 減債基金は平成２３年度末から令和２年度末まで約２億円で推移していました。令和３年度の普通

交付税で臨時財政対策債償還基金費として算入された約１億円を積み立てたことで、令和４年度末

残高は約３億円でした。 

 その他の特定目的基金は、令和４年度末で見ると、地域振興基金、社会福祉振興基金、ふるさと振

興基金の３つで９５％を占めています。合併に伴う地域振興基金を平成２１年度から平成２５年度ま

での５年間で積み立て、平成２５年度末には約１３億円となりました。平成２７年度の匝りの里施設整

備、令和３年度の校務用パソコン更新に充当しています。社会福祉振興基金は４～５億円台で推移し

ています。ふるさと振興基金はふるさと納税寄附金の一時的な積み立てにも使用しており、平成２

７年度以降４億円台で推移しています。 

 定額運用基金には土地開発基金と育英資金貸付基金がありますが、平成２７年度以降、約４億円

で推移しています。  
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

（４）市債残高の推移 

 

 平成２７年度以降、市債残高は減少傾向にあり、令和４年度末残高は約１４０億円でした。臨時財政

対策債が５割、合併特例事業債が３割を占めています。 

 臨時財政対策債の年度末残高は平成１７年の約２９億円から令和４年度の約６５億円まで増加しま

した。臨時財政対策債は元利償還金の１００％が普通交付税に算入されますので、匝瑳市の実質的

な負担はありません。また、合併特例債の元利償還金も７０％が交付税算入されます。このため、市

債残高のうち、匝瑳市の実質的な負担見込額は年々減少し、平成１７年度には約６０億円だったもの

が、令和４年度には約３３億円になりました。 
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

（５）主な財政指標の推移 

【財政力指数】 

 

 財政力指数は、全国の地方自治体の財政力を同じ尺度で測るための指数であり、普通交付

税算定における基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値で

す。この指数が大きくなるほど財源に余裕があるとされ、１を超える自治体に普通交付税は交

付されません。 

 匝瑳市の財政力指数は県内他市と比較すると、低い水準で推移しており、令和４年度は０．４

７１でした。 

 

【経常収支比率】 

 
 経常収支比率は、市税や地方交付税、地方譲与税などの一般財源（経常一般財源）のうち、人

件費、公債費、維持補修費等、毎年度継続して支出しなければならない経費（経常経費）として

使われる割合を示す数値です。 

 匝瑳市では平成２８年度までは８０％台を維持していましたが、扶助費や公債費などの増加

により令和元年度以降は９４％前後を推移しています。なお、令和３年度は普通交付税等の増

加に伴い一時的に改善しています。 
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

【実質公債費比率】 

 

 実質公債費比率は一般会計が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率で、実質

的な借金返済負担の重さを示す指標です。この実質公債費比率が２５％を超えると、地方公共

団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」といいます。）に基づき「財政健全化

計画」を策定することが義務付けられるほか地方債の発行が制限されます。 

 匝瑳市の実質公債費比率は、元利償還金が増加する中でも、普通交付税算入率の高い市債

の割合が多いことから、５～６％台で推移しており、令和４年度は６．８％でした。 

 

【将来負担比率】 

 

 将来負担比率は一般会計が将来負担しなければならない実質的な負債の標準財政規模に対

する比率で、地方自治体の実質的な負債が将来の財政を圧迫する可能性を示す指標です。こ

の将来負担比率が３５０％を超えると、財政健全化法の規定に基づく「財政健全化計画」の策

定が義務付けられます。 

 匝瑳市の将来負担比率は、市債現在高が減少傾向にあること、財政調整基金など基金残高

が大きく積み上がっていることなどにより減少傾向にあり、令和４年度は９．７％でした。 
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

２ 今後の財政収支の見通し 

（１）財政収支の見通し 

歳入では、人口減少に伴い、市税や地方譲与税などの一般財源が徐々に減少していく見込

みです。歳出では、障害者自立支援給付費や生活保護費などが増加傾向にあります。また、７５

歳以上人口の増加により介護保険特別会計や後期高齢者医療特別会計への繰出金も増加が

見込まれます。令和５年度以降、財源不足が見込まれ、財政調整基金残高も徐々に減少してい

く見通しです。なお、この見通しには匝瑳中継施設整備や消防庁舎建替、市民病院建替などの

大規模な普通建設事業を反映していません。大規模な普通建設事業の実施により、財政調整

基金残高はさらに減少することが見込まれます。 

表２-１　財政収支の見通し （単位：百万円）

区分 R5 R6 R7 R8 R9

市税 3,862 3,809 3,825 3,834 3,795

地方交付税（臨時財政対策債含む） 5,069 5,069 5,069 5,069 5,069

交付金・地方譲与税等 1,270 1,270 1,214 1,214 1,214

国・県支出金 3,009 3,046 3,085 3,085 3,085

地方債 271 271 271 271 271

前年度繰越金 523 459 293 172 115

繰入金（特定目的基金） 40 30 30 30 30

繰入金（財政調整基金） 600 500 500 500 500

その他 735 735 735 735 735

合計 15,379 15,188 15,022 14,910 14,814

人件費 3,014 3,092 3,092 3,092 3,092

扶助費 3,084 3,133 3,193 3,193 3,193

公債費 1,682 1,682 1,682 1,682 1,682

普通建設事業費（災害復旧費含む） 772 772 772 772 772

物件費 1,893 1,903 1,913 1,923 1,933

補助費等 2,023 2,022 2,020 2,019 2,019

繰出金 1,544 1,550 1,557 1,549 1,556

積立金（財政調整基金） 4 4 4 4 4

その他 446 446 446 446 446

合計 14,462 14,603 14,678 14,679 14,695

収支差引 917 585 344 231 119

（参考）

財政調整基金残高 2,932 2,895 2,691 2,367 1,986

歳
入

歳
出

 

（注）この財政推計は令和４年度決算額を元に、次ページの「財政推計の条件」で推計した決算ベ

ースでの推計値です。また、数値は表示単位未満で四捨五入していますので、その内訳が合

計額と一致しない場合があります。  
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

財政推計の条件 

 令和４年度決算（地方財政状況調査）を元に、令和９年度までの５年間を推計しました。あくまでも

決算額を基にした推計であり、実際の予算額や決算額とは異なります。 

歳入
区分 推計方法・考え方

市税 令和４年度決算額を基に、近年の決算額の推移を勘案して推計。
地方交付税（臨時財政対策債を含む） 直近の実績額と同水準で推移するものとして推計。
交付金・地方譲与税等 直近３年間の決算額の平均値を基本として推計。

国・県支出金
各年度の歳出見込額に当該費目に応じた国県支出金割合を乗じ
て推計。

地方債（臨財債以外） 過去の普通建設事業費に対する地方債の割合から推計。
前年度繰越金 前年度収支差引の１/２として推計。

繰入金（特定目的基金等）
令和５年度は予算額とし、令和６年度以降は前年度のふるさと納
税寄附金の額を繰り入れるものとして推計。

繰入金（財政調整基金） 令和５年度は６億円、令和６年度以降は５億円とした。
その他 直近３年間の決算額の平均値を基本として推計。

歳出
区分 推計方法・考え方

人件費
一般職人件費は令和４年度決算額を基に職員数の増加を見込ん
で推計。議員報酬、特別職給与、委員等報酬は直近の決算額同水
準として推計。

扶助費
各費目ごとに直近３年間の伸び率平均を直近決算額に３年間乗
じ、その後は同水準で推移するものとして推計。子ども未来戦略
方針で示された児童手当の拡充については反映していない。

公債費 令和５年度見込額と同水準で推移するものとして推計。

普通建設事業費（災害復旧含む）

過去の決算額から事業費が１億円以上となる大規模事業を除い
て、通常の事業規模を算出し、通常の事業規模の直近５か年分の
平均値として推計。匝瑳中継施設整備や消防庁舎建替、市民病院
建替などの大規模事業については反映していない。

物件費 直近３年間の伸び率を直近の決算額に乗じて推計。

維持補修費
直近３年間の平均値で推移するものとして推計。公共施設等の老
朽化に伴う維持補修費の増加は見込んでいない。

補助費等
直近５年間の平均値で推移するものとして推計。新型コロナウイ
ルスによる増減の影響を少なくするため、直近３年間ではなく、
直近５年間の平均値とした。

繰出金
令和４年度決算額を基に、人口推計や被保険者数の見込みを勘
案して推計。

積立金（財政調整基金） 令和５年度見込額と同水準で推移するものとして推計。
その他 令和４年度決算額と同水準で推移するものとして推計。  
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第２章 匝瑳市財政の現状と今後の見通し 

 

（２）経常収支比率の見通し 

経常収支比率は、経常一般財源のうち、経常経費として使われる割合を示す数値で、財政の

硬直度を表す財政指標の一つです。 

匝瑳市の経常収支比率は、平成２９年度に９０％を超え、以降、上昇傾向にあります。今後も、

人口減少に伴う一般財源の減少、７５歳以上人口の増加による扶助費や繰出金の増加が見込

まれ、経常収支比率の増加が続いていくことが想定されます。 
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87.9%

93.7%

95.7%
97.1% 97.8% 97.7% 98.2%

80%

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

図２-１６_経常収支比率
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第３章 財政健全化の基本方針 

 

１ 基本方針 

匝瑳市では平成１８年度に第１次匝瑳市行政改革大綱を策定した後、令和２年度～令和５年度

を計画期間とする第４次匝瑳市行政改革大綱に至るまで１８年間にわたって、行政改革に取り組

んできました。また、第３次匝瑳市行政改革大綱以後は行政改革大綱に基づいて財政健全化計

画を策定し、財政健全化への取り組みを進めてきたところです。 

令和４年度決算を見ると、経常収支比率は第２次計画で目標として掲げた９３％を超える水準

ではあるものの、財政調整基金の残高は約３０億円まで積み上がっており、これまで堅実な財政

運営が行われてきたことがわかります。 

ただ、今後の財政運営においては、「人口減少に伴い市税等の歳入減少が予想される一方で、

いかに行政サービスの水準を維持していくか」が大きな課題になると考えられます。このため、

第５次匝瑳市行政改革大綱を上位計画として、今後も安定的な財政運営を維持することができ

るよう、第２次計画に引き続き、歳入に見合った歳出構造の確立と持続可能な財政基盤の強化

を基本方針として、第３次計画を策定します。 

 

 

 

 

２ 計画期間 

匝瑳市のまちづくりにおける最上位計画である第２次匝瑳市総合計画中期基本計画の計画期

間、また、第５次匝瑳市行政改革大綱に基づく行政改革への取組期間との整合性を図り、令和６

年度から令和９年度までの４年間とします。 

 

 

 

 

３ 計画目標 

第５次匝瑳市行政改革大綱の目的である「新たな行政課題に対応し、将来にわたって持続可

能な行政運営」に向けて、今後も安定的な財政運営が維持できるよう、財政構造の硬直化を抑制

するとともに、将来の財政運営を見据えた財政基盤の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

歳入に見合った歳出構造の確立と持続可能な財政基盤の強化 

基本方針 

令和６年度から令和９年度までの４年間 

計画期間 

・計画最終年次における財政調整基金残高２０億円以上の確保 

・計画最終年次における経常収支比率９５％以下の維持 

計画目標 
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第３章 財政健全化の基本方針 

 

 

（１）財政調整基金の水準について 

 持続可能な財政運営とするには、財政調整基金に頼らないことが必要です。人口減少による税

収減、高齢化に伴う扶助費の増加などの財源として財政調整基金を活用することはできますが、

いつまでもこうした状態を継続することはできません。臨時的な要因が無ければ、財政調整基金

を大幅に減らさずに財政運営できるよう、歳入に見合った歳出の見直しを進めていくことが必

要です。 

 今回作成した財政収支の見通しでは令和９年度末の財政調整基金残高を１９億円台としました

が、この見通しには大規模な普通建設事業を反映していません。通常、大規模な普通建設事業に

は国県補助金や市債などの特定財源が見込まれますが、一定程度の一般財源も必要です。令和

４年度末の財政調整基金残高と比べて、財政収支の見通しでは令和９年度末までに１０億円程度

の減少を見込んでいますが、大規模な普通建設事業を実施した場合、財政調整基金残高はさら

に減少するものと思われます。 

 こうしたことから、大規模な普通建設事業を進めながらも、財政収支の見通しにおける令和９

年度末の財政調整基金残高を超える２０億円以上を確保することを目標として設定します。 

（２）経常収支比率の水準について 

 経常収支比率の適正水準は、従来、８０％以下とされていました。しかしながら、令和４年度決

算の速報値で見ると、全国の市町村平均が９２．２％、県内平均が９０．５％といずれも９０％を超

えています。 

 持続可能な財政運営を行うために、人口減少が進む中で歳入に見合った歳出の見直しを進め

ることが必要ですが、これは歳入に対する歳出の割合を示す経常収支比率が上昇していないか

どうかが一つの判断基準になります。令和４年度決算の実績が９３.７％であり、令和５年度決算

で９５％を超える見込みであることから、この水準を維持することを目標として、経常収支比率

の目標値を９５％以下としています。 
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第４章 財政健全化に向けた取組 

 

１ 歳入確保のための取組 

（１）市税収入の確保： 目標額３，０００万円 

① 全庁を挙げての滞納整理の強化 

滞納整理の強化を図るため、７級職員で構成する「滞納整理特別対策班」により、集中的な

臨戸徴収を実施し、全庁を挙げての推進体制を強化します。 

② 市税等徴収事務指導員の活用 

市税等滞納処分の実務指導、困難事案の解決のため、徴収事務に高度な知識を有する指導

員を活用し、滞納整理の推進を図ります。 

③ 納付環境の充実 

月２回の日曜納付窓口及び月１回の夜間納付窓口を開設し、納税者の納付機会を拡大する

とともに、コンビニエンスストアやスマホ決済など、多様な納付手段を確保し、納付環境の充

実に努めます。 

④ 現年度課税分の徴収強化 

現年度課税分の徴収を重点的に行い、翌年度への滞納を未然に防止します。 

⑤ 口座振替による納付の推進 

市税等の納付方法に関し、口座振替を原則とした匝瑳市市税等の納付方法に関する規則を

積極的に推進し、納期内納付の徹底と併せて現年度課税分の収納率の向上を図ります。 

年度別計画

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度
実施

実施

実施

実施

実施
口座振替による納付の推進

全庁を挙げての滞納整理の強化

市税等徴収事務指導員の活用

納付環境の充実

現年度課税分の徴収強化

 

 

（２）税外収入の確保： 目標額１，６００万円 

① 債権回収の各課連携強化等による税以外の未収金の収入確保 

介護保険料、保育所保育料等の未収金の収入確保に向けて、関係課の連携を密にし、情報

の共有、徴収の効率化を図る。また、申出による児童手当からの引き去り、計画的な臨戸徴収

の実施等、徴収強化に努める。 

さらに、休日や夜間に納付窓口を開設し、納付機会の拡大を図る等、納付環境の整備に努

める。 

-22-



第４章 財政健全化に向けた取組 

 

② 広報紙、ホームページ等広告利用の促進 

広報紙、ホームページ等への広告利用を進めるために、掲載実績のある広告主に対して引

き続き働きかけを行うとともに、新規の広告主の獲得に努めます。 

また、新たな広告媒体の選定等、新たな広告利用について調査します。 

③ ふるさと納税の推進 

匝瑳市へのふるさと納税寄附金の増加に向けて、返礼品事業者を増やし、返礼品目の充実

を図ります。また、ホームページやポータルサイトの掲載情報を見直し、広報に努めます。 

④ 未利用市有地等の売却・貸付 

令和５年３月に改訂した「匝瑳市公共施設等総合管理計画」に基づき、事業実施が見込まれ

ない市有地や施設の統合・廃止に伴い処分が可能となった市有地について売却・貸付を進め

ます。 

また、施設の統合・廃止等で不用になった物品を売却し、歳入確保に繋げます。 

⑤ 公共施設等における広告収入の確保 

公共施設等におけるネーミングライツ（公共施設への命名権付与）事業等を実施し、広告収

入の確保による財源確保を図ります。 

⑥ 協賛金等の募集による収入確保 

実行委員会等で開催する各種行事等において、協賛金や協力金を募集し、一般財源の負担

を軽減するよう努めます。 

⑦ クラウドファンディングによる財源確保 

事務事業の実施に当たり、財源調達の手法として、クラウドファンディング（インターネット

上で事業の趣旨や目的を示し、広く不特定多数の者から事業に係る資金提供を呼びかける手

法）の活用に努めます。 

⑧ 基金運用管理のあり方点検 

低金利が続く中で、一部の基金では有利な資金運用の手法として、債券運用を採用してい

ます。今後の金利動向に配慮しながら、リスク管理が不十分とならないよう基金運用管理のあ

り方を点検し、確実・安全で有利・効率的な運用管理方法について調査・研究を進めます。 

年度別計画
Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度
実施

実施

実施

実施

実施

調査・研究

公共施設等における広告収入の確保

協賛金等の募集による収入確保

債権回収の各課連携強化等による税以外の未収金

の収入確保

広報紙、ホームページ等広告利用の促進

ふるさと納税の推進

未利用市有地等の売却・貸付
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実施

調査・研究

クラウドファンディングによる財源確保

基金運用管理のあり方点検
 

 

（３）受益者負担の適正化： 目標額２００万円 

① 使用料・手数料の見直し 

公共施設や各種証明書の発行等における使用料・手数料について、見直しを行います。 

年度別計画
Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度
調査・研究

使用料・手数料の見直し
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２ 歳出削減の取組 

（１）事務事業の見直し： 

① 補助金等の適正化 

市単独事業補助金については必要性や効果を検証するとともに、補助対象範囲、補助率及

び補助単価等の見直しを行い、団体運営補助金については収支状況等を勘案し、多額の繰越

金等が生じている場合等においては補助金の休止等を行うことで、補助金の適正化を図りま

す。 

なお、特殊要因により補助金を増額する場合は、時限措置とします。 

また、サンセット方式を可能な限り適用し、継続・廃止等、検証を行います。 

※サンセット方式…予算などが恒常化、肥大化することのないように予算、事業等に期限

を設定し、その期限を過ぎたときに自動的に廃止する方式。 

② ＤＸの推進 

デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を図ります。またＤＸの推進は、市民の利便

性の向上や人的資源の効率的な配分に繋がることも期待されます。 

※DX…デジタル・トランスフォーメーション。ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより

良い方向に変化させること。 

③ 全庁的な事務事業見直しの推進 

第３次計画に定めた計画目標を達成し、歳入に見合った歳出構造の確立と持続可能な財政

基盤の強化を図るため、全庁的な体制で事務事業の見直しを推進します。 

④ 歳出予算執行の厳格化 

歳出予算は計画的に執行し、不要不急な支出がないよう努めます。また、執行残については、

極力、不用額とするよう努めます。 

年度別計画
Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度
実施

実施

実施

実施
歳出予算執行の厳格化

補助金等の適正化

DXの推進

全庁的な事務事業見直しの推進

 

 

（２）経常的経費の削減： 

① 年間を通じた節電対策 

本庁、支所及び公の施設で実施している節電への取組を継続します。 

また、ＰＰＳ（特定規模電気事業者）等からの電力供給の導入を拡大することと併せ、ＬＥＤへ

の切替え等、省エネ効果に優れた機器等の導入に努めます。 

② 委託料の見直し 
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清掃、除草業務などの施設の維持管理に係る業務については、その回数、時間、内容等につ

いて随時見直しを図ります。また各種計画策定に係る業務委託については、業務の効率化に

繋がるよう、委託する業務の範囲を精査します。 

③ 職員被服貸与期間の見直し継続 

匝瑳市職員被服貸与規程に基づく職員の被服貸与期間延長を継続し、被服購入費の削減に

努めます。 

年度別計画
Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度
実施

実施

実施

年間を通じた節電対策

委託料の見直し

職員被服貸与期間の見直し継続
 

 

（３）投資的経費に伴う財政負担の軽減： 

① 普通建設事業の計画的な実施 

普通建設事業は、財政運営への影響が大きく、後年度に発生する負担も大きくなることか

ら、財政状況を十分に考慮した上で計画的に実施します。 

（ア）実施に当たっては、総合計画や総合戦略等に掲げられた施策や事業との整合性を図りな

がら、事業効果、緊急度など多方面から十分な検証を行い、事業の優先度を明確にし、計

画的に行います。 

（イ）国県などの補助事業を活用することを主体とし、一般財源の負担軽減に努めます。また

過疎対策事業債など、交付税算入割合の高い、有利な起債の有効な活用に努めます。 

（ウ）匝瑳市公共施設総合管理計画における基本的な考え方に基づいて、長期的な視点に立ち、

公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行い、財政負担の軽減を図ります。 

年度別計画
Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度
実施

普通建設事業の計画的な実施

 

 

（４）人件費等の抑制： 

① 暫定再任用職員の活用 

市職員としての専門知識や、経験を有する定年退職職員を暫定再任用職員として活用し、

総人件費の抑制を図ります。 

② 会計年度任用職員の活用 

定型的業務や単純・補助的業務、一時的に増大する臨時的な業務等について、会計年度任

用職員を活用し、総人件費の抑制を図ります。 

③ 常勤特別職職員の給与適正化 

常勤特別職職員である、市長、副市長及び教育長の給与については、これまで実施してき
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た減額措置の効果等を踏まえ、必要に応じた減額措置を図ります。 

④ 一般職職員の給与適正化 

一般職職員の給与について、地方公務員法に基づく人事評価制度による勤務成績の給与へ

の反映等を図るとともに、国の人事院勧告及び県に人事委員会勧告に準じて、国家公務員及

び県及び県内他市の一般職職員の給与との均衡等を考慮し、適正化を図ります。 

⑤ 時間外勤務の抑制等 

週１回のノー残業デーを実施するとともに、業務の効率化を図り、時間外勤務手当の抑制に

努めます。また、所属長等による事前命令及び勤務内容の確認を徹底し、時間外勤務が職員

の過大な負担とならないよう、十分に配慮します。 

その他の手当についても、国や県、県内他市との均衡を図るとともに、適正な手当となるよ

う努めます。 

⑥ 非常勤特別職の報酬の見直し 

行政委員会・附属機関の委員等である非常勤特別職の報酬支給額の見直しを検討します。

また、報償費についても見直しを検討します。 

年度別計画
Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度
実施

実施

実施

実施

実施

実施

会計年度任用職員の活用

常勤特別職職員の給与適正化

一般職職員の給与適正化

時間外勤務の抑制等

非常勤特別職の報酬の見直し

暫定再任用職員の活用

 

 

（５）その他の取組： 

① 一部事務組合に対する負担金の抑制 

匝瑳市横芝光町消防組合、八匝水道企業団、匝瑳市ほか二町環境衛生組合等に対して、行

政改革の推進を要請し、市からの負担金の抑制に努めます。 

年度別計画
Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度
実施

一部事務組合に対する負担金の抑制
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参考資料 

主な財政用語 

 

一般財源 
市（町村）税や地方交付税等、その使途が特定されず、地方公共団体の

裁量で使用できる財源。 

特定財源 国県支出金や市債等、その使途が特定されている財源。 

合併特例債 

合併した市町村が、新しいまちづくりのため、新市建設計画に基づき

実施する事業のうち、特に必要と認められる事業の財源として借り入

れることができる市債で、元利償還金のうち７０％が普通交付税によ

って補てんされる。 

合併算定替 

合併によって不利益が生じることがないようにする国の地方交付税算

定上の財政支援制度。合併後１０年間は、合併前の市町村ごとに算定し

た普通交付税の総額が交付される。 

財政調整基金 

年度間の財源の不均衡を調整する目的で積み立てられた積立金のこ

と。財源が不足する場合に、その不足額を補てんするため等に取り崩

すことができる。 

経常的経費 
扶助費、人件費、公債費、物件費、補助費等、維持補修費等、毎年、継続

して固定的に支出される経費。 

普通交付税算入率 償還（返済）した市債のうち、普通交付税で財源補てんされる割合。 

臨時財政対策債 
地方全体の財源不足を補てんするために設けられた特例地方債（赤字

地方債）で、その元利償還金の全額が後年度に交付税措置される。 

標準財政規模 

地方公共団体の標準的な状態で収入されると考えられる経常的一般

財源の規模。標準的な行政活動を行うために必要な経常的一般財源の

総量。 

基準財政収入額 

地方公共団体が、標準的に収入すると考えられる地方税等のうち、標

準税率で算定した当該年度の収入見込額の１００分の７５に相当する

額。 

基準財政需要額 
地方公共団体が妥当かつ合理的な平均的水準で行政を行う場合に要

する財政需要額。 
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,7
1
8

1
,6
9
3

1
,7
0
5

1
,7
1
8

1
,6
3
9

1
,6
9
4

現
年
課
税
分
_収
入
額

1
,7
5
6

1
,6
4
5

1
,6
9
4

1
,7
2
9

1
,6
5
3

1
,6
5
7

1
,6
5
4

1
,5
6
1

1
,6
2
1

1
,6
2
9

1
,6
0
8

1
,6
3
9

1
,6
7
3

1
,6
5
1

1
,6
6
2

1
,6
7
7

1
,6
0
4

1
,6
6
1

（
単
位
：
百
万
円
）

（
単
位
：
百
万
円
）

年 年

-29-



別
表
３
_地
方
交
付
税
の
推
移

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

普
通
交
付
税

3
,7
5
5

3
,9
0
2

3
,6
2
9

3
,8
7
6

4
,1
1
5

4
,5
3
0

4
,4
9
7

4
,4
2
2

4
,3
8
6

4
,2
8
7

4
,4
1
3

4
,3
7
5

4
,2
9
3

4
,1
6
9

4
,1
4
1

4
,2
7
7

4
,6
6
7

4
,7
0
4

特
別
交
付
税

4
6
1

6
1
3

5
4
0

5
4
2

4
9
4

5
2
1

5
3
4

4
8
6

4
8
3

4
6
4

4
7
5

5
2
0

4
6
1

4
5
9

6
4
9

4
4
4

4
9
3

4
9
7

震
災
復
興
特
別
交
付
税

8
7

1
3

7
3
8

2
5

1
9

2
6

4
7

6
8
9

2
,1
6
1

0
0

臨
時
財
政
対
策
債

5
5
6

4
9
1

4
4
5

4
1
7

6
4
7

9
9
7

7
2
3

7
0
9

7
1
1

6
6
2

6
3
7

5
3
8

5
4
2

5
2
5

4
1
8

3
9
7

5
4
4

1
5
7

計
4
,7
7
2

5
,0
0
6

4
,6
1
5

4
,8
3
5

5
,2
5
6

6
,0
4
7

5
,8
4
2

5
,6
3
0

5
,5
8
6

5
,4
5
1

5
,5
5
0

5
,4
5
1

5
,3
2
2

5
,2
0
0

5
,8
9
7

7
,2
7
8

5
,7
0
4

5
,3
5
9

実
質
的
な
普
通
交
付
税

4
,3
1
1

4
,3
9
3

4
,0
7
4

4
,2
9
3

4
,7
6
2

5
,5
2
7

5
,2
2
1

5
,1
3
2

5
,0
9
6

4
,9
4
9

5
,0
5
0

4
,9
1
3

4
,8
3
5

4
,6
9
5

4
,5
5
9

4
,6
7
3

5
,2
1
1

4
,8
6
2

合
併
算
定
替

5
5
7

5
5
8

5
7
7

6
0
9

6
7
2

6
8
1

6
6
5

6
6
0

5
9
0

4
5
6

2
8
7

1
9
2

1
2
4

7
5

2
8

実
質
的
な
普
通
交
付
税
＝
普
通
交
付
税
+
臨
時
財
政
対
策
債
と
し
て
い
ま
す
。

別
表
４
_目
的
別
歳
出
決
算
額
の
推
移 H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

議
会
費

2
6
6

2
6
2

2
0
9

2
0
3

1
8
8

1
8
1

2
2
3

2
0
2

1
9
7

2
0
5

2
2
0

2
0
0

1
9
3

1
8
7

1
7
8

1
7
7

1
6
7

1
6
7

総
務
費

3
,1
2
2

1
,8
3
2

1
,7
6
0

1
,9
0
0

2
,0
8
2

2
,8
3
8

2
,0
5
9

2
,0
1
4

2
,5
2
2

1
,8
5
0

1
,6
9
0

1
,7
4
5

1
,6
9
2

1
,7
1
3

1
,7
8
8

5
,3
7
3

1
,8
9
1

1
,9
2
9

民
生
費

3
,2
2
3

3
,2
7
9

3
,2
8
3

3
,3
0
0

3
,6
7
6

4
,2
3
9

4
,6
3
6

4
,4
8
6

4
,5
6
0

4
,8
5
0

4
,9
5
8

5
,0
4
4

5
,2
3
2

5
,0
6
6

5
,1
6
6

5
,4
8
0

6
,3
0
1

5
,7
8
0

衛
生
費

1
,7
6
4

1
,6
8
0

1
,5
4
8

1
,6
3
5

1
,7
5
7

1
,7
6
7

1
,6
5
2

1
,4
8
6

1
,4
2
0

1
,4
0
8

1
,5
5
7

1
,6
5
5

1
,7
0
7

1
,5
9
1

2
,3
8
0

4
,6
0
4

1
,9
4
7

1
,7
4
7

労
働
費

0
0

0
0

1
7

5
2

5
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

農
林
水
産
業
費

6
0
6

5
0
8

4
8
9

3
7
9

3
4
9

3
7
9

3
2
7

4
0
3

4
5
4

3
9
9

7
1
7

5
5
9

5
5
3

5
8
6

5
7
4

9
2
6

1
,0
2
7

7
1
6

商
工
費

1
8
8

2
0
2

2
0
7

1
9
9

9
0
2

1
9
8

2
0
9

2
0
0

2
1
5

3
1
7

5
2
3

2
4
2

2
2
2

2
1
2

2
0
2

4
0
0

2
4
8

3
2
4

土
木
費

8
3
7

1
,0
5
1

1
,0
0
0

7
6
7

1
,0
0
8

1
,0
2
8

9
2
3

8
9
2

1
,1
3
5

1
,0
7
8

1
,2
1
1

9
6
1

8
0
6

8
0
0

7
1
6

7
2
0

7
5
6

7
1
7

消
防
費

7
3
9

7
2
7

7
3
2

7
1
8

9
1
3

9
3
2

7
9
6

8
3
6

6
9
9

6
5
9

7
6
4

7
9
5

7
7
3

7
5
6

7
4
8

7
4
5

7
1
6

6
7
4

教
育
費

1
,8
7
9

1
,5
5
0

1
,4
0
8

1
,4
9
5

1
,8
6
3

1
,8
1
9

1
,9
3
4

2
,1
0
4

3
,2
3
6

3
,6
2
1

2
,3
8
9

1
,8
3
9

1
,6
4
1

1
,5
6
4

2
,1
4
1

1
,9
6
8

1
,9
4
4

1
,3
4
4

災
害
復
旧
費

1
2

0
0

0
0

4
1
1
2

0
4
5

1
7

0
3
6

5
4

1
7
6

4
2

3
0

公
債
費

1
,7
3
6

1
,7
6
5

1
,7
9
0

1
,7
9
7

1
,4
5
6

1
,3
9
7

1
,3
8
9

1
,4
1
8

1
,4
1
4

1
,3
1
9

1
,4
1
6

1
,4
4
2

1
,5
5
3

1
,5
7
6

1
,6
6
9

1
,6
9
7

1
,7
5
0

1
,7
4
9

歳
出
合
計

1
4
,3
7
2

1
2
,8
5
5

1
2
,4
2
5

1
2
,3
9
4

1
4
,2
1
3

1
4
,8
3
4

1
4
,3
1
1
1
4
,0
4
0

1
5
,8
9
6

1
5
,7
2
2

1
5
,4
4
5

1
4
,5
1
8

1
4
,3
7
8

1
4
,0
5
4

1
5
,7
3
7

2
2
,1
3
2

1
6
,7
5
0

1
5
,1
4
8

別
表
５
_性
質
別
歳
出
決
算
額
の
推
移 H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

人
件
費

3
,5
2
5

3
,3
2
7

3
,1
5
0

2
,9
8
2

2
,9
1
1

2
,7
6
0

2
,7
6
7

2
,6
2
1

2
,4
8
8

2
,5
1
7

2
,4
7
5

2
,4
3
2

2
,4
6
2

2
,5
6
4

2
,5
6
8

2
,8
7
6

2
,8
7
7

2
,9
4
6

物
件
費

2
,1
6
7

1
,6
1
5

1
,4
5
8

1
,4
0
7

1
,5
4
4

1
,5
0
2

1
,6
0
2

1
,6
4
7

1
,6
6
8

1
,7
7
6

1
,8
6
0

2
,0
0
2

1
,7
1
4

1
,6
6
9

1
,7
6
2

1
,8
9
8

1
,8
3
3

1
,8
8
4

維
持
補
修
費

1
1
1

1
2
9

1
4
0

1
2
5

1
2
9

1
3
5

2
0
6

2
3
2

3
0
3

2
3
7

2
1
0

2
4
0

2
3
7

2
1
2

2
0
5

2
2
2

2
2
8

2
0
2

扶
助
費

1
,4
7
8

1
,5
9
2

1
,7
0
2

1
,6
8
8

1
,7
4
1

2
,2
2
3

2
,4
4
4

2
,5
4
2

2
,6
1
4

2
,8
0
0

2
,9
1
8

3
,0
6
7

3
,1
0
2

3
,0
9
3

3
,0
7
1

3
,2
0
3

4
,0
2
9

3
,4
3
7

補
助
費
等

2
,3
4
5

2
,1
4
6

2
,0
3
1

2
,1
8
3

2
,7
7
4

2
,0
8
8

1
,9
1
3

1
,7
7
5

1
,8
1
7

1
,8
1
8

2
,4
0
5

2
,1
7
1

2
,2
3
4

2
,1
5
9

3
,0
0
1

8
,8
9
8

2
,3
0
7

2
,3
7
1

普
通
建
設
事
業
費

1
,7
8
6

1
,2
0
2

1
,1
3
1

1
,0
8
5

1
,6
2
4

2
,0
7
4

1
,4
9
5

1
,7
6
1

3
,1
7
6

3
,5
4
3

2
,4
5
4

1
,5
1
7

1
,4
2
4

1
,1
6
1

1
,6
3
7

1
,5
5
8

1
,8
6
7

7
9
5

災
害
復
旧
事
業
費

1
2

0
0

0
0

4
1
1
2

0
4
5

1
7

0
3
6

5
4

1
7
6

4
2

3
0

公
債
費

1
,7
3
6

1
,7
6
5

1
,7
9
0

1
,7
9
7

1
,4
5
6

1
,3
9
7

1
,3
8
9

1
,4
1
8

1
,4
1
4

1
,3
1
9

1
,4
1
6

1
,4
4
2

1
,5
5
3

1
,5
7
6

1
,6
6
9

1
,6
9
7

1
,7
5
0

1
,7
4
9

積
立
金

8
7

5
1

3
3

2
6
1

6
8
7

4
8
0

3
8
7

7
8
5

1
5
3

1
9

2
6

4
7

2
8

4
9

6
5

1
7
1

3
5

投
資
及
び
出
資
金

7
2

8
0

6
1

7
0

2
7
9

2
9
3

2
9
0

1
8
7

1
1
6

8
6

1
0
4

1
0
9

1
4
4

1
2
3

1
0
1

1
2
1

1
0
1

1
0
6

貸
付
金

8
0

8
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

9
0

繰
出
金

9
7
3

8
6
8

8
6
8

9
6
2

1
,4
0
4

1
,5
8
0

1
,5
2
3

1
,3
8
1

1
,3
7
7

1
,3
6
4

1
,4
9
4

1
,3
8
4

1
,3
6
5

1
,3
7
5

1
,4
0
8

1
,4
6
2

1
,4
9
5

1
,5
3
4

歳
出
合
計

1
4
,3
7
2

1
2
,8
5
5

1
2
,4
2
5

1
2
,3
9
4

1
4
,2
1
3

1
4
,8
3
4

1
4
,3
1
1
1
4
,0
4
0

1
5
,8
9
6

1
5
,7
2
2

1
5
,4
4
5

1
4
,5
1
8

1
4
,3
7
8

1
4
,0
5
4

1
5
,7
3
7

2
2
,1
3
2

1
6
,7
5
0

1
5
,1
4
8

（
単
位
：
百
万
円
）

（
単
位
：
百
万
円
）

（
単
位
：
百
万
円
）

年 年 年
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別
表
６
_性
質
別
歳
出
決
算
額
の
う
ち
経
常
的
な
も
の
の
推
移

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

人
件
費

3
,3
4
7

3
,2
7
8

3
,0
9
2

2
,9
3
0

2
,8
5
7

2
,7
2
0

2
,7
6
1

2
,5
9
8

2
,4
7
2

2
,4
9
7

2
,4
5
9

2
,4
1
1

2
,4
5
0

2
,4
7
6

2
,4
3
6

2
,7
3
0

2
,7
3
3

2
,8
1
8

物
件
費

1
,3
9
3

1
,3
6
0

1
,2
4
8

1
,2
6
1

1
,2
6
9

1
,2
9
9

1
,3
6
1

1
,4
8
0

1
,5
4
6

1
,5
6
7

1
,5
7
3

1
,5
8
1

1
,5
2
5

1
,5
1
8

1
,5
9
8

1
,2
7
3

1
,4
8
2

1
,5
5
3

維
持
補
修
費

1
1
1

1
2
9

1
4
0

1
2
5

1
2
9

1
3
5

2
0
6

2
3
2

3
0
2

2
3
7

2
1
0

2
4
0

2
3
7

2
1
2

2
0
0

2
2
2

2
2
5

2
0
2

扶
助
費

1
,4
7
0

1
,5
9
2

1
,6
9
5

1
,6
8
7

1
,7
4
0

2
,2
1
9

2
,4
1
3

2
,5
4
0

2
,6
1
3

2
,6
8
0

2
,8
6
6

2
,9
1
3

3
,0
0
2

3
,0
9
2

3
,0
4
3

3
,0
3
9

3
,2
2
6

3
,0
4
4

補
助
費
等

1
,9
3
0

1
,7
3
6

1
,6
9
4

1
,6
9
9

1
,6
9
3

1
,7
0
2

1
,6
9
3

1
,5
2
4

1
,5
3
6

1
,5
0
4

1
,5
6
2

1
,6
6
2

1
,5
9
9

1
,6
1
9

1
,6
8
2

1
,6
5
6

1
,5
9
9

1
,6
5
4

公
債
費

1
,7
3
6

1
,7
6
5

1
,7
9
0

1
,7
2
3

1
,4
3
9

1
,3
9
7

1
,3
8
9

1
,4
1
8

1
,3
8
3

1
,3
1
9

1
,4
1
6

1
,4
4
2

1
,5
5
3

1
,5
7
6

1
,6
6
9

1
,6
9
7

1
,7
5
0

1
,7
4
9

投
資
及
び
出
資
金

6
7

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

貸
付
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

繰
出
金

8
6
4

8
0
7

8
0
5

9
1
8

9
7
1

1
,0
9
2

1
,0
9
0

1
,1
0
5

1
,1
4
1

1
,1
8
0

1
,2
8
8

1
,3
1
5

1
,3
1
7

1
,3
5
7

1
,3
8
8

1
,4
4
0

1
,4
7
6

1
,5
1
5

歳
出
合
計

1
0
,9
1
8

1
0
,6
6
6

1
0
,4
6
4

1
0
,3
4
3

1
0
,1
0
0

1
0
,5
6
4

1
0
,9
1
3

1
0
,8
9
6

1
0
,9
9
4

1
0
,9
8
5

1
1
,3
7
3

1
1
,5
6
4

1
1
,6
8
1

1
1
,8
5
0

1
2
,0
1
6

1
2
,0
5
7

1
2
,4
9
1
1
2
,5
3
5

別
表
７
_人
件
費
の
推
移

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

議
員
報
酬
・
特
別
職
給
与

2
6
5

2
1
2

1
6
9

1
6
2

1
5
3

1
4
7

1
3
7

1
3
7

1
3
2

1
4
0

1
4
6

1
4
6

1
4
8

1
4
2

1
3
6

1
3
7

1
3
0

1
2
9

委
員
等
報
酬

9
6

1
0
2

1
0
6

1
1
1

1
1
6

1
1
9

1
2
9

1
3
4

1
2
8

1
3
3

1
3
7

1
3
8

1
3
5

1
4
2

1
4
3

4
4

4
4

4
8

常
勤
・
再
任
用
給
与

2
,3
4
0

2
,2
6
4

2
,1
3
1

1
,9
7
8

1
,8
5
4

1
,7
5
7

1
,7
0
5

1
,6
1
8

1
,5
0
0

1
,5
2
6

1
,4
9
0

1
,4
9
8

1
,5
1
7

1
,5
3
1

1
,5
5
5

1
,4
9
2

1
,4
4
3

1
,4
7
0

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬
・
給
与

4
3
7

4
9
1

5
2
8

共
済
負
担
金
等

8
2
4

7
5
0

7
4
5

7
3
0

7
8
8

7
3
7

7
9
5

7
3
2

7
2
8

7
1
8

7
0
3

6
5
0

6
6
1

7
4
8

7
3
4

7
6
6

7
6
9

7
7
0

人
件
費
合
計

3
,5
2
5

3
,3
2
7

3
,1
5
0

2
,9
8
2

2
,9
1
1

2
,7
6
0

2
,7
6
7

2
,6
2
1

2
,4
8
8

2
,5
1
7

2
,4
7
5

2
,4
3
2

2
,4
6
2

2
,5
6
4

2
,5
6
8

2
,8
7
6

2
,8
7
7

2
,9
4
6

職
員
数
_普
通
会
計

3
6
9

3
5
6

3
4
2

3
2
3

3
1
2

2
9
8

2
9
0

2
8
3

2
8
1

2
7
8

2
7
3

2
7
1

2
7
5

2
7
9

2
7
5

2
7
9

2
6
6

2
5
9

職
員
数
は
地
方
公
共
団
体
定
員
管
理
調
査
の
普
通
会
計
職
員
数

別
表
８
_扶
助
費
の
う
ち
経
常
的
な
も
の
の
推
移

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

民
生
費
・
社
会
福
祉
費

3
2
2

3
3
0

3
6
7

3
6
7

4
0
3

4
4
2

5
1
6

6
2
3

7
0
9

7
3
6

7
7
5

7
7
4

7
9
1

7
9
6

8
1
7

8
1
3

8
3
7

8
5
3

民
生
費
・
老
人
福
祉
費

1
4
8

1
1
6

1
1
1

9
1

8
1

8
8

9
5

9
8

9
8

1
0
7

1
1
9

1
1
9

1
2
5

1
1
8

1
1
5

1
0
8

1
0
9

1
0
1

民
生
費
・
児
童
福
祉
費

7
7
8

8
5
0

9
1
2

9
0
0

9
0
3

1
,2
8
9

1
,3
3
6

1
,2
8
5

1
,2
5
6

1
,2
8
1

1
,3
6
7

1
,3
6
4

1
,3
9
5

1
,4
2
0

1
,3
8
2

1
,3
3
7

1
,3
5
5

1
,3
1
5

民
生
費
・
生
活
保
護
費

1
8
4

2
5
9

2
6
3

2
7
9

2
9
4

3
3
1

3
6
8

4
2
0

4
3
4

4
3
8

4
6
7

4
9
0

5
2
6

5
7
8

5
4
6

6
1
5

7
4
8

5
9
0

衛
生
費

3
2

2
9

3
5

4
1

4
9

5
9

8
5

1
0
2

1
0
4

1
0
5

1
2
4

1
3
9

1
3
0

1
2
9

1
3
3

1
1
1

1
2
3

1
2
4

教
育
費

6
8

7
9

1
0

1
0

1
2

1
2

1
2

1
3

1
5

2
8

3
4

5
1

5
0

5
5

5
3

6
1

扶
助
費
合
計

1
,4
7
0

1
,5
9
2

1
,6
9
5

1
,6
8
7

1
,7
4
0

2
,2
1
9

2
,4
1
3

2
,5
4
0

2
,6
1
3

2
,6
8
0

2
,8
6
6

2
,9
1
3

3
,0
0
2

3
,0
9
2

3
,0
4
3

3
,0
3
9

3
,2
2
6

3
,0
4
4

別
表
９
_公
債
費
の
推
移

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

元
利
償
還
金

1
,7
3
6

1
,7
6
5

1
,7
9
0

1
,7
9
7

1
,4
5
6

1
,3
9
7

1
,3
8
9

1
,4
1
8

1
,4
1
4

1
,3
1
9

1
,4
1
6

1
,4
4
2

1
,5
5
3

1
,5
7
6

1
,6
6
9

1
,6
9
7

1
,7
5
0

1
,7
4
9

交
付
税
措
置
額

8
5
2

8
8
8

9
1
9

9
2
2

8
0
0

7
8
5

8
1
2

8
4
7

8
7
0

8
7
2

9
6
6

1
,0
0
4

1
,1
0
4

1
,1
3
8

1
,2
0
1

1
,2
2
3

1
,2
5
9

1
,2
5
4

差
引

8
8
4

8
7
7

8
7
1

8
7
5

6
5
5

6
1
1

5
7
7

5
7
1

5
4
4

4
4
8

4
5
1

4
3
8

4
4
9

4
3
7

4
6
8

4
7
5

4
9
1

4
9
4

交
付
税
措
置
額
は
匝
瑳
市
財
政
課
で
推
計
し
た
数
値

（
単
位
：
百
万
円
）

（
単
位
：
百
万
円
）

（
単
位
：
百
万
円
）

（
単
位
：
百
万
円
、
人
）

年 年 年年 年年年 年年年 年
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別
表
１
０
_繰
出
金
の
推
移

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

国
民
健
康
保
険
事
業
会
計

2
7
3

2
6
1

2
7
5

2
1
5

5
1
2

5
9
9

6
4
8

5
2
5

4
7
7

4
5
0

5
3
7

3
9
0

3
5
5

3
2
6

3
1
9

3
1
8

3
0
8

3
1
1

老
人
保
健
医
療
事
業
会
計

2
9
6

2
5
0

1
9
8

9
4

4

後
期
高
齢
者
医
療
事
業
会
計

3
2
5

3
7
1

4
1
6

4
2
0

4
1
0

4
3
9

4
4
0

4
6
4

4
7
9

4
8
3

5
0
3

5
1
0

5
3
4

5
4
5

5
5
2

介
護
保
険
事
業
会
計

3
8
8

3
4
3

3
8
8

4
1
0

4
1
5

4
3
0

4
2
9

4
4
4

4
5
9

4
7
3

4
9
2

5
1
4

5
2
6

5
4
4

5
7
8

6
1
0

6
4
1

6
7
2

基
金

1
6

1
3

6
3

1
0
2

1
3
1

2
7

2
2

1
1

1
1

1
1

1
0

0

繰
出
金
合
計

9
7
3

8
6
8

8
6
8

9
6
2

1
,4
0
4

1
,5
8
0

1
,5
2
3

1
,3
8
1

1
,3
7
7

1
,3
6
4

1
,4
9
4

1
,3
8
4

1
,3
6
5

1
,3
7
5

1
,4
0
8

1
,4
6
2

1
,4
9
5

1
,5
3
4

別
表
１
１
_普
通
建
設
事
業
費
の
推
移 H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

総
務
費

4
7
0

1
2

3
5

2
5
6

1
2
1

5
3
9

8
3

5
1

1
1
0

4
8

1
6

1
1

2
4

2
5

1
6

2
4

5
2

5
0

民
生
費

4
3
3

1
1

1
5

4
2

2
5

1
3
7

4
3

1
5

9
9

7
3
5

1
8
5

9
1
0

6
8

1
6

1
3

衛
生
費

5
2

5
5

3
6

3
4

4
6

7
4

2
2

2
6

3
3

4
2

2
2

2
0

1
4

1
7

1
8

1
6

4
7

1
1

農
林
水
産
費

2
3
1

1
9
9

1
8
1

9
4

7
5

9
4

5
0

9
3

2
0
1

1
2
8

9
1

1
8
5

1
8
5

1
9
6

1
7
0

5
3
3

6
0
9

2
7
6

商
工
費

1
3

1
4

1
6

1
8

5
2

1
3

1
6

1
5

2
4

1
3
7

2
5
7

4
1

2
3

2
1

1
5

1
4

1
0

7

土
木
費

5
4
7

7
1
2

6
9
7

4
5
3

6
3
6

6
3
6

5
4
9

5
3
5

7
1
7

6
9
2

8
9
9

6
1
3

4
5
1

4
7
0

3
7
4

3
7
4

4
2
7

4
0
1

消
防
費

1
0

1
0

4
5

3
2

2
1
0

2
3
2

4
9

1
5
9

3
3

3
1
1
4

1
1
9

1
0
4

7
4

4
1

6
8

4
9

3

教
育
費

4
5
8

1
6
8

1
1
2

1
8
4

4
4
1

4
6
1

5
8
9

8
3
9

2
,0
4
4

2
,3
9
4

1
,0
4
9

4
9
3

4
3
7

3
4
8

9
9
1

4
6
2

6
5
6

3
5

普
通
建
設
事
業
費
合
計

1
,7
8
6

1
,2
0
2

1
,1
3
1

1
,0
8
5

1
,6
2
4

2
,0
7
4

1
,4
9
5

1
,7
6
1

3
,1
7
6

3
,5
4
3

2
,4
5
4

1
,5
1
7

1
,4
2
4

1
,1
6
1

1
,6
3
7

1
,5
5
8

1
,8
6
7

7
9
5

別
表
１
２
_基
金
残
高
の
推
移

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

財
政
調
整
基
金

5
6
9

3
9
5

5
6
9

5
9
7

7
1
0

1
,3
1
8

1
,6
2
4

1
,8
4
4

2
,1
8
1

2
,7
0
3

3
,0
2
3

3
,0
5
1

3
,0
5
7

3
,0
6
5

2
,7
4
9

2
,3
1
4

2
,7
1
4

2
,9
9
8

減
債
基
金

9
5

0
0

0
0

1
2
5

1
8
5

1
8
5

1
5
5

1
5
5

1
5
5

1
5
5

1
5
5

1
5
5

1
5
5

1
5
5

3
0
4

3
0
4

そ
の
他
特
定
目
的
基
金

8
3
7

8
8
8

8
8
4

8
7
3

1
,1
0
7

1
,3
3
9

1
,7
0
8

2
,0
7
2

2
,7
1
5

2
,2
6
2

2
,1
8
2

2
,1
7
9

2
,2
0
9

2
,1
8
1

2
,1
4
7

2
,1
7
5

2
,0
0
8

2
,0
1
7

地
域
振
興
基
金

2
6
0

5
2
2

7
8
4

1
,0
4
8

1
,3
1
3

1
,3
1
9

1
,2
7
3

1
,2
7
7

1
,2
8
0

1
,2
6
3

1
,2
2
5

1
,2
2
6

1
,1
0
2

1
,1
0
2

学
校
施
設
整
備
基
金

9
3

9
3

9
4

9
4

9
4

9
4

8
4

8
4

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

ス
ポ
ー
ツ
推
進
基
金

1
0
0

1
0
0

9
5

8
4

5
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

2
7

社
会
福
祉
振
興
基
金

5
0
2

5
0
3

5
0
3

5
0
3

5
0
3

5
0
4

5
0
3

4
8
7

4
7
9

4
6
4

4
5
6

4
4
4

4
4
4

4
4
1

4
3
7

4
3
6

4
3
4

4
3
3

ふ
る
さ
と
振
興
基
金

1
4
1

1
9
1

1
9
2

1
9
2

1
9
3

1
9
3

3
1
0

3
9
9

8
3
5

3
9
9

4
0
9

4
2
4

4
5
6

4
4
7

4
5
5

4
7
9

4
3
4

4
3
8

東
日
本
大
震
災
復
興
基
金

2
3

2
9

2
1

1
7

8
2

2
1

1
1

1

森
林
環
境
整
備
基
金

2
7

1
1

1
6

東
日
本
大
震
災
復
興
交
付
金
基
金

4
3
3

3
3

0

定
額
運
用
基
金

1
0
7

2
5
8

2
6
4

2
6
8

3
7
0

5
0
1

5
2
8

5
2
9

5
3
0

5
3
1

4
0
5

4
0
6

4
0
7

4
0
8

4
0
8

4
0
9

4
0
9

4
0
9

土
地
開
発
基
金

1
0
1

1
0
1

1
0
1

1
0
1

2
0
1

3
2
1

3
4
6

3
4
6

3
4
6

3
4
6

2
1
9

2
1
9

2
1
9

2
1
9

2
1
9

2
1
9

2
1
9

2
1
9

育
英
資
金
貸
付
基
金

6
1
5
7

1
6
3

1
6
6

1
6
8

1
8
0

1
8
2

1
8
3

1
8
4

1
8
5

1
8
6

1
8
7

1
8
8

1
8
9

1
8
9

1
8
9

1
8
9

1
8
9

基
金
残
高
合
計

2
,5
5
2

1
,5
4
1

1
,7
1
7

1
,7
3
7

2
,1
8
7

3
,2
8
3

4
,0
4
5

4
,6
3
0

5
,5
8
0

5
,6
5
1

5
,7
6
4

5
,7
9
0

5
,8
2
9

5
,8
0
9

5
,4
5
9

5
,0
5
2

5
,4
3
4

5
,7
2
8

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
及
び
定
額
運
用
基
金
の
基
金
の
種
類
ご
と
の
残
高
は
各
年
度
の
決
算
書
の
残
高

別
表
１
３
_市
債
残
高
の
推
移

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

合
併
特
例
債

5
2
0

5
2
0

4
8
7

6
0
1

9
6
8

1
,3
5
9

1
,7
6
6

1
,9
6
3

3
,2
3
3

4
,6
6
2

5
,3
6
9

5
,4
2
5

5
,1
2
7

4
,9
5
0

4
,9
1
8

5
,1
5
4

4
,6
3
3

4
,0
9
7

臨
時
財
政
対
策
債

2
,8
6
7

3
,2
4
9

3
,5
6
0

3
,8
0
5

4
,2
6
2

5
,0
4
1

5
,5
2
1

5
,9
6
8

6
,3
8
3

6
,6
9
9

6
,9
4
3

7
,0
4
3

7
,1
0
4
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1
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交
付
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算
入
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込
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匝
瑳
市
財
政
課
で
推
計
し
た
数
値

（
単
位
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百
万
円
）

（
単
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：
百
万
円
）

（
単
位
：
百
万
円
）

（
単
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：
百
万
円
）

年 年 年 年

-32-




